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茨木市職員措置請求に関する監査の結果について（通知） 

 

 

 地方自治法第２４２条第１項の規定に基づき平成２４年８月２９日付けで提

出された標記の請求について、監査した結果を同条第４項の規定により別紙のと

おり通知します。 

 



第１ 茨木市職員措置請求（以下「請求」という ）の受付。

１ 請 求 人

住 所 ( 略 )

氏 名 ( 略 )

２ 茨木市職員措置請求書（以下「措置請求書」という ）の提出。

措置請求書の提出日は、平成24年８月29日である。

３ 請求の内容

請求人提出の措置請求書による請求の要旨及び措置要求は次のとおりである。

（１）請求の要旨

① 茨木市長は、平成23年５月30日「茨木市（仮称）自治基本条例市民検討会

議設置要綱」で市民検討会議を設置し、その委員として18歳以上の市民から

25名を選出、市内在住、在勤、在学者中から５名を公募して、その他の条例

アドバイザーとともに市民検討会議を開催し、委員および条例アドバイザー

には参加する都度報償金９千円を支給している。

② 地方自治法第138条の４第３項「普通地方公共団体は、法律又は条例の定

めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、

審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くこと

ができる 」とあるが、市民検討会議は議会の議決を経た条例での設置では。

なく市長の要綱で設置されたものである。これは明確に地方自治法に違反す

るものである。従って本要綱を根拠に支出された手当等は違法な支出といえ

る。

③ 委員および条例アドバイザーに対し毎回報償金９千円が支給され、その延

べ人数は345名である。合算すると９千円×345名＝3,105千円の違法な支出

がある。

（２）措置請求

① 茨木市長に市民委員および条例アドバイザーの報償金と同額の返還を求め

る。

② 茨木市長は茨木市（仮称）自治基本条例市民検討会議設置要綱を廃棄する

よう求める。

（３）措置請求書に添付された事実を証する書面（以下「事実証明書」という ）。

① 茨木市（仮称）自治基本条例市民検討会議設置要綱の制定について（起案

書 平成23年５月30日決裁 茨企第000301号） １件

② 「 仮称）自治基本条例」の制定に係るアドバイザー報償金（支出負担行（

為兼支出命令書） 10件

③ 「 仮称）自治基本条例」市民検討会議市民委員報償金（支出負担行為兼（

支出命令書） 10件

４ 請求の要件審査

請求は、形式上、所定の要件を備えているものと認め受理した。

第２ 監査の実施



１ 監査対象事項

地方自治法第138条の４第３項は 「普通地方公共団体は、法律又は条例の定、

めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議

、 、 、 。」会 調査会その他の調停 審査 諮問又は調査のための機関を置くことができる

と規定している。

また、地方自治法第203条の２第１項は 「普通地方公共団体は、その委員会、

の委員、非常勤の監査委員その他の委員、自治紛争処理委員、審査会、審議会及

、 、 、 、 、び調査会等の委員その他の構成員 専門委員 投票管理者 開票管理者 選挙長

投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職員

（短時間勤務職員を除く ）に対し、報酬を支給しなければならない 」と、同。 。

条第４項に「報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めな

ければならない 」と規定している。。

請求の要旨及び陳述の内容から 茨木市 仮称 自治基本条例市民検討会議 以、 （ ） （

下「市民検討会議」という ）は、地方自治法第138条の４第３項に規定する附。

属機関に該当するにもかかわらず、茨木市（仮称）自治基本条例市民検討会議設

置要綱（平成23年５月30日実施。以下「要綱」という ）により設置されている。

ため違法であり、市民検討会議の委員（以下「市民委員」という ）及び識見者。

に対して条例に基づいて報酬が支給されておらず、違法な公金の支出に当たると

している。

よって、市民検討会議が地方自治法第138条の４第３項に規定する附属機関に

該当するのかどうかを監査対象事項とすべきものとした。

そこで 市民委員及び識見者に対して支払った平成23年度分の報償金 以下 本、 （ 「

件報償金」という ）について支出された日を確認したところ、平成23年７月８。

日及び平成23年８月10日に支払われた報償金については、本件監査請求日（平成

24年８月29日）までに１年を経過していた（表１参照 。）

（表１）

支払日 支払額（円） 計（円）

識見者 市民委員

平成23年７月８日 63,000 243,000 306,000

平成23年８月10日 36,000 252,000 288,000

平成23年９月９日 54,000 261,000 315,000

平成23年10月７日 36,000 234,000 270,000

平成23年11月10日 45,000 234,000 279,000

平成23年12月９日 45,000 225,000 270,000

平成24年１月10日 45,000 234,000 279,000

平成24年２月10日 45,000 261,000 306,000

平成24年３月９日 45,000 216,000 261,000

平成24年４月10日 63,000 468,000 531,000

合計 477,000 2,628,000 3,105,000



地方自治法第242条第２項では、監査請求は、当該行為のあった日又は終わっ

た日から１年を経過したときは、これをすることができないと定められている。

したがって、本件報償金のうち、平成23年７月８日及び平成23年８月10日に支

払われた報償金は、期間途過により監査の対象から除外するものとし、監査対象

は、2,511,000円とする。

２ 監査対象部課

企画財政部 政策企画課

３ 請求人の証拠の提出及び陳述並びに関係職員の陳述聴取

（１）措置請求書及び事実証明書の内容に関して、関係書類の提出を求め、調査し

た。

（２）平成24年９月25日に、請求人に対し地方自治法第242条第６項の規定による

証拠の提出及び陳述の機会を設け、請求人の代理人の出席を得て実施した。請

求人の代理人は、陳述において請求の要旨の補足を行った。

（３）平成24年９月25日に、関係職員（企画財政部長、同部政策企画課長、同課政

策推進係長)から陳述の聴取を行った。

第３ 監査の結果

１ 事実関係の確認

請求について監査した結果、次の事実が確認できた。

（１）市民検討会議

① 設置目的及び所掌事務

、 、 （ ） 、市民検討会議は 要綱に基づき ｢茨木市 仮称 自治基本条例について

基本的な考え方を整理し、条例の必要性及び内容その他必要な事項を検討す

ること｣（要綱第１）を目的として設置され 「条例の必要性、条例のあり、

方及び条例に盛り込むべき項目に関することのほか、条例の検討に必要な事

」（ ） 。項に関することについて検討する 要綱第２ ことを所掌事務としている

関係職員の陳述によれば、自治基本条例の必要性及び内容その他必要な事

項について、各委員一人ひとりの自由活発な発言や情報交換を通じて、広く

市民の意見を知ることを目的として市民検討会議を設置したものであり、地

「 、 、 」方自治法第138条の４第３項に規定されている 調停 審査 諮問又は調査

を行う機関に該当しないとしている。

② 市民委員は 「市民又は市内に在勤し、若しくは在学している者のうちか、

ら、市長が委嘱」し 「30人以内 （要綱第３）とされている。、 」

平成23年６月26日付けで、無作為抽出枠25名、公募枠５名、合わせて30名

の市民委員が委嘱されている。

③ 運営

市民検討会議の運営については 「市長が招集し、市長が必要と認めたと、

きは、委員以外の者を出席させ、説明又は意見を聴くことができる （要綱」

第４）とし 「庶務は、企画財政部において処理する （要綱第７）ことと、 」



されている。

関係職員の陳述によれば、市民検討会議は、議事手続などの定めがない組

織であり、合議による意見の集約の機能もなく、答申、意見書等の作成の予

定はないとしている。

なお、４名の識見者が条例アドバイザーとして市民検討会議においてまち

づくり及び条例に関する講義などを行っている。

④ 活動内容

市民検討会議は、第１回を平成23年６月26日とし、平成23年度には、11回

開催されている（表２参照 。）

（表２） 市民検討会議の活動内容

識見者 市民委員

開催日時等 主な内容参加人数 参加人数

平成23年６月26日(日) ３名 27名 会議の公開等について

１時30分～５時20分 自己紹介午後

（第１回） （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 会議のルールづくり他

平成23年７月３日(日) ４名 28名 （講 義） 自治基本条例について

１時30分～３時30分 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 自分たちにできることを考午後

（第２回） える

～茨木の課題を考えよう～

平成23年８月４日(木) ３名 29名 （講 義） 茨木市のすまい・まちづくり

７時00分～９時20分 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） “茨木らしさ”とは？午後

（第３回） ～茨木の課題を考えよう②～

平成23年９月25日(日) ４名 26名 （講 義） 「 仮称）自治基本条例」に関（

１時30分～４時30分 するアンケート結果から午後

（第４回） （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 茨木の課題を考えよう③

平成23年10月29日(土) ３名 26名 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） これからの検討テーマにつ

１時30分～４時30分 いて午後

（第５回）

平成23年11月20日(日) ４名 25名 （講 義） 自治基本条例とは？

１時30分～４時30分 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 理想像を考える午後

（第６回）

平成23年12月22日(木) ４名 26名 （講 義） こんな市民になりたい

７時00分～９時20分 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 現状の把握午後

（第７回）

平成24年１月28日(土) ４名 29名 （講 義） あなたとあなたの周辺の人々の

10時00分～12時30分 関係はどうなっていますか？午前

（第８回） （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 現状の把握②

平成24年２月23日(木) ４名 24名 （講 義） 自治基本条例の内容を守り、育



７時00分～９時00分 てるためには？午後

（第９回） （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 理想と現状を近づけるため

のアイデアを考えよう

平成24年３月15日(木) ２名 27名 （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 理想と現状を近づけるため

７時00分～９時00分 のアイデアを考えよう②午後

（第10回）

平成24年３月25日(日) ４名 25名 （講 義） 行政の役割・議会の役割・市民

１時30分～４時30分 の役割について午後

（第11回） （ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ） 理想と現状を近づけるため

のアイデアを考えよう

（２）報償金

① 市民委員に対して、平成23年度の予算編成にあたり報償金の要求基準とし

て示されている日額9,000円を報償金として支払っている。

② 識見者に対して、平成23年度の予算要求基準に記載されている講師等謝礼

、 。基準を参考として １回の参加につき9,000円を報償金として支払っている

２ 監査委員の判断

（１）市民検討会議

地方自治法第138条の４第３項に規定する「附属機関」とは、執行機関の要

請により、行政執行のために必要な資料の提供等行政執行の前提として必要な

審査、諮問、調査等を行うことを職務とする機関を総称するものであって、そ

（ ）、の名称は問わないものであり 平成14年１月30日 さいたま地方裁判所判決

地方自治法第138条の４第３項に規定する「調停」とは、第三者が紛争の当事

者間に立って、当事者の互譲によって事件の妥当な解決をはかるようにするこ

とをいい 「審査」とは、特定の事項について判定ないし結論を導き出すため、

に、その内容をよく調べることをいい 「諮問」とは、特定の事項について附、

属機関の意見や見解を求め、尋ねることをいい 「調査」とは、一定の範囲の、

事項についてその真実を調べることをいうものとされている。

関係人の陳述によれば、市民検討会議は、自治基本条例の必要性及び内容そ

の他必要な事項について、各委員一人ひとりの自由活発な発言や情報交換を通

じて、広く市民の意見を知ることを目的として設置されたものであり、その所

掌事務は上記の「調停、審査、諮問又は調査」のいずれにも該当せず、また、

合議による意見の集約はなく、意思決定権限のない組織といえる。

また、執行機関から市民検討会議に対して諮問等の要請はされておらず、市

民検討会議からも執行機関に対し答申等に値する成果物が提出される予定もな

い。

これらのことを勘案すると、市民検討会議は、地方自治法第138条の４第３

項に規定する附属機関に該当する組織とはいえない。

よって、市民委員に対する報償金の支出は適法であり、その額についても、

平成23年度予算要求基準により示された要求基準に基づき予算措置されたもの



であり、社会通念上著しく不当な額であるとはいえない。

（２）識見者

識見者は市民委員ではなく、市から依頼を受けて、自治基本条例の検討に際

して講義などを行っており、その謝礼としての報償金の支出は適法であり、そ

の額についても、平成23年度予算要求基準により示された要求基準に基づき予

算措置されたものであり、社会通念上著しく不当な額であるとはいえない。

（３）要綱の廃止

請求人は要綱の廃止を求めているが、要綱による市民検討会議の設置は違法

とはいえず、また、住民監査請求の要件である違法又は不当な財務会計上の行

、「 」、「 、 」、為及び一定の怠る事実として 公金の支出 財産の取得 管理又は処分

「契約の締結又は履行」及び「債務その他の義務の負担」並びに「公金の賦課

又は徴収を怠る事実」及び「財産の管理を怠る事実」のいずれにも該当しない

ことから、要綱の廃止については認めることはできない。

以上、請求人の主張には理由がなく、措置する必要はないものと判断する。


